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幸手東武団地自治会会則 

 

      第１章    総  則 

第１条（名称）  この会は幸手東武団地自治会（以下会という）と称し、略称を東武団地自治 

  会と定める。 

第２条（区域及び所在地） この会の区域は埼玉県幸手市緑台１丁目１番地から７９番地（ 

但し、２４番地から２６番地、３１番地、３５番地及び３６番地は除く。）とし、 事務所は 

埼玉県幸手市緑台１丁目３８７番７１ 幸手東武団地自治会館内におく。 

第３条（目的および事業）  この会は幸手東武団地（以下団地という）住民の連帯により、地 

  域社会との調和をはかりながら団地住民の共通の利益を守るとともに文化・福祉の向上をは 

  かり、住みよい団地をつくることを目的とし、この目的を達成するために次の事業を行う。 

    １  団地の生活環境の維持と改善 

    ２  団地住民の福利厚生の充実 

    ３  会員の相互の親睦と教養・文化の向上をはかる各種の行事 

    ４  関係官庁・団体などとの折衝・連けい協力および親睦交流 

    ５  会報の発行その他広報活動 

    ６  その他この会の目的達成のために必要な事項 

第４条（活動の原則）  この会の前条の事業を行うための活動は、次の原則に従うものとする。 

    １  会の中立性を保持し、特定の思想・宗教・政治団体からの支配・干渉は一切排除する 

      とともに、これらの団体との支持関係はもたない。 

    ２  すべての活動は団地住民に公開で行う。 

 

      第２章  会  員 

第５条（会員）  この会の会員は団地住民の１個人を１会員とすることを原則とし、会員はこ 

  の会則のもとに平等な権利と義務を有するとともに、人種・宗教・思想・信条および身分な 

  どによって差別をうけない。 

第６条（会員の権利）  会員は、この会が取得した一切の権利と利益を平等に享受する権利を 

  有するほか、次の権利を会則の定めるところにより行使することができる。 

    １  この会の会議に出席して意見を述べ議決に参加すること 

    ２  この会の運営について報告をうけ意見を述べること 

    ３  会計書類を閲覧し、会計監査の公表を求めること 

    ４  この会の役員・委員およびその他の構成員の選挙権と被選挙権 

第７条（会員の義務）  会員は次の義務を負う。 

    １  会則および機関の決定を守り、会の健全な発展のために協力すること 
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    ２  役員・委員その他の構成員に選出された場合は誠実にその任務を遂行すること 

    ３  会則に定める会議に出席し、または投票に参加すること 

    ４  会則または機関で定められた会費等を納めること 
      第３章  機  関 

第８条（機関）  この会の運営を円滑にするために次の機関をおく。 

    １  総  会 

    ２  班長会議 

    ３  役 員 会 

    ４  区 会 議 

    ５  選挙管理委員会 

    ６  専門部会 
 

          第１節  総  会 

第９条（性格および構成）  総会はこの会の最高議決機関で、会員によって構成し、会長がこ 

  れを招集する。 

第１０条（開催）  総会は毎年１回、決算終了後３ヶ月以内に開催（原則として４月に開催する） 

し、次の場合３０日以内に臨時総会を開催する。 

    １  班長会議が必要を認めたとき 

    ２  会員の５分の１以上の連名により要請があったとき 

    ３  会計監査全員が必要と認めたとき 

第１１条（招集）  総会を招集する場合は、会長は原則として開催日の５日前までに、開催 

  日時・場所・議案を告示するとともに、議案書その他必要なものを全会員に配付しなければ 

  ならない。ただし緊急の場合はこの限りでない。 

第１２条（付議事項）  次の事項は総会において会員各々1 個の表決権をもって付議する。 

    １  会則の制定および改廃 

  ２ 財産の処分 

  ３ この会の解散およびこれに準ずる事項 

  ②次の事項は総会において 1 世帯 1 個の表決権をもって付議する。 

    １  活動計画および活動報告 

    ２  予算ならびに決算および会計監査報告 

    ３  役員の選出および役員の解任 

    ４  班長会議が必要と認めた事項 

    ５  その他の必要な事項 

第１３条（成立要件）  総会は会員総数の３分の２以上の出席により成立する。ただし、総会 

  に出席できない表決権を有する会員が所定の手続にもとづき総会に委任した場合は、成立要件        
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の会員数に含むものとする。 

②第１２条第２項に定める議決事項のみ提議される総会は、１世帯１個の表決権を有する会員

(世帯）の３分の２以上の出席により成立する。ただし、総会に出席できない表決権を有する会

員（世帯）が所定の手続にもとづき総会に委任した場合は、成立要件の会員数に含むものとす

る。 

第１４条（議長団）  議長団は原則として２名とし、役員を除く出席会員の中からそのつど選 

  出する。 

第１５条（議決および議決権）  総会の議決は出席会員の過半数の賛成により成立する。ただし、

第１２条第1項の第２号および第３号に関しては総会員の４分の３以上の同意を要する。 

    ② 会員は総会において、各々１個の表決権を有する。ただし、第１２条第２項の第１号～第 

５号に定める議決事項については、会員の表決権は1世帯1個とする。 

  ③  議長団および役員（会計監査を除く）は採決に加わらない。ただし、賛否同数の場合は 

    その議決を含めた取扱い方法を議長団が決める。 

  ④  役員選挙においては、出席会員全員が投票権を有する。 

第１６条（書記および議事録） 議長団は出席役員（会計監査を除く）の中から２名以内の書 

  記を任命する。 

  ②  書記は議事録を作成する。 

  ③  議事録の記載事項は次のとおりとし、議長団が署名なつ印したものを総務部で保管する。 

    １  総会の名称 

    ２  場所および開会・閉会の日時 

    ３  議長団および書記の氏名 

    ４  出席会員数（委任を含む）およびその内訳 

    ５  発言者の名前および発言内容の要旨 

  ６  採決の方法および賛否の数 

    ７  その他の必要な事項 

 

          第２節  班長会議 
第１７条（性格および構成）  班長会議は総会に次ぐ議決機関で、班長および役員（会計監査 
  を除く）によって構成し、会長がこれを招集する。 
第１８条（開催）  班長会議は原則として３カ月ごとに開催するものとし、次の場合２週間以 
  内に開催する。 
    １  班長の３分の１以上の要請があったとき 
    ２  役員会が必要と認めたとき 
    ３  会計監査の要請があったとき 
第１９条（招集）  班長会議を招集するときは、会長は原則として開催日の１週間前までに、 
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  開催日時・場所・議案を全班長に通知するとともに、議案書その他必要なものを配布しなけ 
  ればならない。ただし、緊急の場合はこの限りではない。 
第２０条（付議事項）  次の事項は班長会議に付議しなければならない。 
    １  総会で議決した事項の具体化 
    ２  予算の修正に関する事項 
    ３  諸細則の制定および改廃 
    ４  役員の辞任および補充に関する事項 
    ５  選挙管理委員の選出に関する事項 
    ６  特別委員会の設置およびその委員の選出に関する事項 

    ７  会則および諸細則の解釈適用に関する事項 

    ８  寄付金およびこれに類するものの受理 

    ９  その他の必要な事項 

第２１条（成立要件）  班長会議は班長の３分の２以上の出席により成立する。ただし、班長 

  会議に出席できない班長が、その班の他の会員を委任状により代理者とした場合は、成立要 

  件の員数に含むものとする。 

第２２条（議長）  議長は原則として１名とし、出席班長（代理者を含む）の中からそのつど 

  選出する。 

第２３条（議決）  班長会議の議決は出席班長の過半数の賛成により成立する。 

  ②  議長および役員は採決に加わらない。ただし、賛否同数の場合はその議決を含めた取扱 

    い方法を議長が決める。 

第２４条（書記および議事録）  班長会議の書記任命および議事録作成については、第１６条 

  に準ずる。 

 

          第３節  役員会 

第２５条（性格および構成）  役員会はこの会の執行機関で役員（会計監査を除く）によって 

  構成し、原則として１カ月に１回開催するほか、会長が必要のつどこれを招集する。 

  ②  役員会の議長には会長があたる。 

第２６条（任務）  役員会は次の任務を行う。 

    １  総会および班長会議の議決事項の執行 

    ２  この会の活動に関する企画立案 

    ３  総会および班長会議提出議案の決定 

    ４  緊急事項および日常業務の処理 

    ５  専門部活動の管理 

    ６  その他この会の運営に必要な業務の遂行 

第２７条（成立要件）  役員会は役員の３分の２以上の出席により成立し、議決は出席構成員 
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  の過半数の賛成により成立する。 

第２８条（専門部）  役員会はこの会の業務を遂行するために、役員会のもとに次の専門部を 

  設ける。 

    １  総 務 部 

    ２  財 務 部 

    ３  広 報 部 

    ４  会館管理部 

    ５  生活環境部 

    ６  文教青年部 

    ７  福祉厚生部 

  ②  専門部の運営などについては別に定める運営細則による。 

第２９条（特別委員会）  役員会は必要に応じて特別委員会を設けることができるものとし、 

  その構成および運営などについては専門部会に準じてそのつど定め、班長会議の承認を得る 

  ものとする。 

 

          第４節  区会議 

第３０条（目的および構成）  区会議は各区内の生活環境の維持改善などについて協議するた 

  めに設置し、当該区の会員で構成し、区長が必要のつど招集する。 

第３１条（班会議）  区会議はその目的を達成するために班会議を開催することができる。 

  ②  班会議は当該班の会員で構成し、班長が司会その他必要な業務を行う。 

 

          第５節  選挙管理委員会 

第３２条（目的および構成）  選挙管理委員会はこの会の役員選出に関する選挙ならびに会員 

  の投票によって意思決定する場合の投票を公正・円滑に管理運営する機関で、選挙管理委員 

  によって構成する。 

第３３条（任務および運営）  選挙管理委員会の任務および運営については、別に定める選挙 

  細則による。 

 

      第４章  役員・委員および区長ほか 

          第１節  役  員 

第３４条（構成）  この会に次の役員をおく。 

    １  会  長    １ 名 

    ２  副 会 長    ３ 名 

    ３  事務局長    １ 名 

    ４  専門部長    若干名 
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    ５  会計監査    ２ 名 

第３５条（任務）  役員の任務は次のとおりとする。 

    １  会長はこの会を代表し、会の業務一切を統括する。 

    ２  副会長は会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代行する。 

    ３  事務局長は会長の統括のもとに、この会の日常業務を処理するとともに、事務局業務 

      および専門部の運営を掌握し、会の証印を保管する。 

    ４  専門部長は役員会で決定するそれぞれの専門部を担当し、事務局長の統括のもとに別 

      に定める職務を執行する。 

    ５  会計監査はこの会の会計に関する監査を行い、その結果を定期総会その他の機関に報 

      告する。 

    ６  役員(会計監査を除く)は区長を兼ねることができる。 

第３６条（選出）  役員は別に定める選挙細則により定期総会において会員の中から選出する。 

第３７条（任期）  役員（会計監査を除く）の任期は定期総会から次の定期総会までの１年とす 

  る。ただし、再選は妨げない。 

  ②  役員が区長を兼ねる期間は、役員の任期と区長の任期との重複する期間とする。 

  ③  会計監査の任期は定期総会から２年後の定期総会までの２年とする。ただし、再任は妨げ 

    ない。 

第３８条（辞任および欠員補充）  役員が辞任する場合は役員会の議を経て、班長会議の承認を 

  得なければならない。 

  ②  役員の欠員補充については、役員会の議を経て班長会議の承認を得なければならない。 

  ③  前項の欠員補充を行う場合は、別に定める選挙細則により班長会議において選出し、その 

    任期は前任者の残存期間とする。 

第３９条（兼任制限）  役員は班長および選挙管理委員を兼ねることができない。 

  ②  会計監査は他の役員を兼ねることができない。 
 

          第２節  班  長 

第４０条（任務）  班長は当該班の班会議を開催するとともに、班長会議の構成員となり会員と 

  各機関の意思疎通をはかり日常業務に関する活動を行う。 

第４１条（選出）  班長の選出は各班につき１名の割合で行う。 

  ②  班長の選出は当該班の会員で定めた方法により行い、ただちにその旨を会長に報告する。 

第４２条（任期）  班長の任期は定期総会から次の定期総会までの１年とする。ただし、再選を 

  妨げない。 

第４３条（辞任および欠員補充）  班長が辞任する場合は、当該班の会員で定めた方法により後 

  任を選出し、ただちにその旨を会長に報告する。 

  ②  欠員を生じた場合の後任者の任期は前任者の残存期間とする。 
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第４４条（兼任制限）  班長は、役員・区長および選挙管理委員を兼ねることができない。 

 

          第３節  区  長 

第４５条（任務）  幸手市区設置規程にもとづく区長は、別に定める選挙細則により選出された 

  役員が兼ねるものとし、市が定める職務を遂行する。 

  ②  区長は会員と各機関および市との意思疎通をはかり日常業務に関する活動を行う。 

第４６条（兼任役員）  区長を兼ねる役員の決定は、各区につき1名の割合で当該年度の役員 

  会構成員の互選により行う。 

 

          第４節  選挙管理委員 
第４７条（任務）  選挙管理委員は、選挙管理委員会の構成員となり、会則第３２条および第 
  ３３条に定める業務に関する活動を行う。 

第４８条（選出）  選挙管理委員は、定期総会後第１回の班長会議において５名選出する。 

第４９条（任期）  選挙管理委員の任期は選出された班長会議から次年の第１回班長会議まで 

  の１年とする。ただし、再選を妨げない。 

第５０条（辞任および欠員補充）  選挙管理委員が辞任する場合は、役員会の議を経て班長会 

  議の承認を得るとともに後任を選出しなければならない。 

  ②  欠員を生じた場合の後任者の任期は前任者の残存期間とする。 

第５１条（兼任制限）  選挙管理委員は、役員・班長および区長を兼ねることができない。 

 

          第５節  事務局員 

第５２条（任務）  事務局員は事務局長の統括のもとにこの会の事務全般に関する日常業務を 

  行う。 

第５３条（選任）  事務局員は２名以上とし、役員会が団地住民の中から選任し、班長会議の 

  承認を得なければならない。 

 

          第６節  専門部員 

第５４条（任務）  専門部員は専門部会の構成員となり、当該専門部長の統括のもとに専門部 

  の日常業務に関する活動を行う。 

第５５条（委嘱）  専門部員は、会員の申請または推薦にもとづき役員会の議を経て会長が委 

  嘱する。 

第５６条（任期）  専門部員の任期は役員に準ずるものとする。 

 
      第５章  全員投票 

第５７条（付議事項）  次の各号の一に該当する場合は、１カ月以内に会員による全員投票を 

  行い、投票総数の過半数をもって決定する。 
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    １  会員の５分の１以上が会長に請求したとき 

    ２  総会または班長会議が必要と認めたとき 

第５８条（効力）  全員投票によって決定した事項については、会員はこれを順守しなければ 

  ならない。 

第５９条（実施方法）  全員投票の実施については、別に定める選挙細則による。 

 
      第６章 資産および 会  計 

第６０条（資産）  この会の資産は次の各号に掲げるものをもって構成する。 

  １ 別に定める会計細則第２９条（財産目録）記載の資産 

    ２  会 費 

    ３  寄 付 金 

    ４  特別負担金 

    ５  その他財政運営上発生する収入 

第６１条（会費）  会費の徴収基準は１世帯月額４００円とし、奇数月に前月分と合わせて２ 

  カ月分を徴収する。ただし、会員の意思により２ヵ月分を超えて前納することができる。 

第６２条（納入会費の処理）  会員が納入した会費等は原則として返還しない。ただし、前納 

  に該当する月の分および別に定める会費免除の場合についてはこの限りではない。 

第６３条（寄付金）  この会が寄付金を受理する場合は、役員会の議を経て班長会議の承認を 

  得なければならない。 

第６４条（臨時徴収）  この会は班長会議の議決を経て臨時会費または特別負担金を徴収する 

  ことができる。 

第６５条（会費の軽減）  特別の事情のある会員の会費あるいは特別負担金は、役員会の決定 

  により軽減または免除することができる。 

第６６条（会計年度）  この会の会計年度は、毎年３月１日から翌年２月末日までとする。 

第６７条（決算報告および監査）  役員会は会計監査によって監査された年度決算を定期総会 

  に報告しその承認を得なければならない。 

  ②  会計監査は前項の監査の結果について文書を作成し定期総会に報告してその承認を得な 

    ければならない。 

第６８条（会計処理）  会計処理に関する必要事項は別に定める会計細則によって運営する。 

 

 
第７章 会則の変更及び解散 

第６９条（会則の変更）この会則は、総会において出席会員の４分の３以上の議決を得て、かつ

幸手市長の認可を受けなければ効力を生じない。 

第７０条（解散）本会は次に掲げる事項により解散する。 
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１ 幸手東武団地自治会会則の第１章総則のすべての条項に反する場合 

２ 破産手続開始の決定 

３ 認可の取消し 

４ 総会の決議 

５ 構成員が欠けたとき 

② 但し、解散する場合は総会の議決に基づいて､総会員の４分の３以上の承諾を得なければな

らない。 

第７１条（残余財産の処分）本会の解散のときに有する残余財産は､総会において総会員の４分の

３以上の議決を得て、本会と類似の目的を有する団体に寄付することができる。 

②前項の規定により処分されない財産は、市に帰属する。 

第８章 雑則 

第７２条（備付け帳簿及び書類）本会の事務所には､会則、会員名簿、認可及び登記に関する書類、

総会及び役員会の諸事録、収支に関する帳簿、財産目録等資産の状況を示す書類その他必要な

帳簿及び書類を備えておかなければならない。 

 

      付    則 

第７３条（細則制定）  この会の運営を円滑にするために、別に定める諸細則のほか必要のつ 

  ど所定の手続を経て細則を定めることができる。 

第７４条（実施）  この会則は昭和５２年３月１３日から実施する。 

    この会則は昭和５４年４月１５日から一部改訂実施する。 

    この会則は昭和５６年４月１９日から一部改訂実施する。 

    この会則は昭和５９年４月２２日から一部改訂実施する。 

    この会則は昭和６２年４月２６日から一部改訂実施する。 

    この会則は平成７年１０月１日から一部改訂実施する。 

    この会則は平成９年４月６日から一部改訂実施する。 

    この会則は平成１２年４月３日から一部改訂実施する。 

    この会則は平成１３年４月１日から一部改訂実施する。 

  この会則は平成２３年１２月４日から一部改訂実施する。 

  

 


